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令和 4 年（2022 年）2 月 

熊本連携中枢都市圏 

１ 概要 

（１）算定年度と基準年度 

 ①算定年度  2017 年度（平成 29 年度） 

②基準年度  2013 年度（平成 25 年度） ※熊本連携中枢都市圏地球温暖化対策実行計画の基準年度 

（２）算定の対象とする温室効果ガス 

電気や重油といったエネルギーの消費等に伴い発生する CO2 のほか、一般廃棄物に含まれる

プラスチックの焼却、家畜の飼養や排せつ物の管理に伴い発生するメタン（CH4）や一酸化二窒

素（N2O）、生産活動に伴い排出される代替フロン（HFC、PFC、SF6、NF3）を対象とします。

対象とする温室効果ガスの算定に当たっては、CO2 排出量に換算して集計しました。 

２ 算定結果 

（１）温室効果ガスの排出量 

2017 年度（平成 29 年度）の都市圏における温室効果ガス総排出量は 7,273,707t-CO2

であり、2016 年度（平成 28 年度）から 10.9％減少、基準年度から 27.0％減少しました。  

   エネルギー起源 CO2 については、電力の排出係数の低減や、事業所や家庭での省エネの推

進、次世代自動車の普及等により、全体的に排出量が減少しています。 

   一方、エネルギー起源 CO2 以外の温室効果ガスについては、特に事業活動に由来する工業プ

ロセス分野及び代替フロン等 4 ガス分野について、製造活動の活発化等により、2016 年度

（平成 28 年度）から排出量が増加しています。 

 

 



 

図 1 温室効果ガス排出量と電力の排出係数の推移 

表 2 エネルギー消費量の推移 

 
  

 

（２）エネルギーの消費量 

2017 年度（平成 29 年度）の都市圏におけるエネルギー消費量は 87,758TJ であり、

2016 年度（平成 28 年度）から 0.9％減少、基準年度から 6.2％減少しました。 

部門別のエネルギー消費量を 2016 年度（平成 28 年度）と比較すると、産業部門・業務

その他部門・家庭部門では、高効率設備の導入や省エネ家電への買い替えといった事業所や家

庭での省エネの推進等により、消費量が減少しています。 

一方、運輸部門では、自動車保有台数の増加や船舶（旅客・貨物）における事業活動の活発  

化等により、消費量が増加しています。 

 

 


